
 
 

 

 

 

 

新潟市公有財産事務取扱要領 

（別冊様式集） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務部財産活用課 

（令和７年４月１日） 



１ 別冊様式集について 
  ここでは，新潟市公有財産規則の規定による帳票規程に規定されていない様式集を掲載していま

す。 
 
 
２ 改正履歴等 

 
摘要 

26 年 3 月 26 日 決裁 財務部長決裁 新財管第６６５号 
26 年 4 月 1 日 施行   
26 年 4 月 28 日 決裁 財産活用担当部長決裁 新財管第５８号 
26 年 5 月 1 日 施行   
27 年 4 月 1 日 決裁 財産活用担当部長決裁 新財活第３８号 
27 年 4 月 1 日 施行   
27 年 11 月 5 日 決裁 財産活用担当部長決裁 新財活第３７３号 
28 年 4 月 1 日 施行   
29 年 3 月 31 日 決裁 財産活用担当部長決裁 新財活第６３０号 
29 年 4 月 1 日 施行   
30 年 3 月 19 日 決裁 財務部長決裁 新財活第４５４号 
30 年 4 月 1 日 施行   
2 年 2 月 26 日 決裁 財務部長決裁 新財活第４７４号 
2 年 4 月 1 日 施行   
3 年 3 月 26 日 決裁 財産経営推進担当部長決裁 新財活第４７７号 
3 年 4 月 1 日 施行   

5 年 1 月 12 日 決裁 財産経営推進担当部長決裁 新財活第３４８号 

5 年 1 月 12 日 施行   

6 年 3 月 28 日 決裁 財産経営推進担当部長決裁 新財活第４６０号 

6 年 4 月 1 日 施行   

7 年 3 月 6 日 決裁 財産経営推進担当部長決裁 新財活第３６１号 

7 年 4 月 1 日 施行   



様式一覧 

 
○標準契約書関係 
標準契約書１ 普通貸付用 
標準契約書２ 一時貸付用 
標準契約書３ 定期建物賃貸借用 
標準契約書４ 自動販売機用 
標準契約書５ 使用貸借用 
標準契約書６ 交換用 
標準契約書７ 譲与用 

 
○暴力団排除関係 
誓約書兼同意書 
名簿（役員等一覧表） 

 
○要領規定様式 
財活様式第１号 庁内掲示承諾書 
財活様式第２号 寄附相談確認書 
財活様式第３号 普通財産交換申出書 
財活様式第４号 庁内利用照会 
財活様式第５号 還付申請書 
財活様式第６号 還付決定通知書 
財活様式第７号 還付不決定通知書 
財活様式第８号 貸付料改定通知 
財活様式第８号の２ 貸付料改定通知 
財活様式第９号 延納決定通知書 
財活様式第１０号 延納不決定通知書 
財活様式第１１号 延納決定取消通知書 
財活様式第１２号 特許等実施許諾申請書 

 財活様式第１３号 実施計画書 
 財活様式第１４号 実施状況報告書 
 財活様式第１５号 発明等届 
 財活様式第１６号 所属部区長意見書 
 財活様式第１７号 特許等出願届 
 財活様式第１８号 譲渡書 
 財活様式第１９号 異議申立書 
 財活様式第２０号 同意書 
 財活様式第２１号 共同出願契約書 
 財活様式第２２号 実施許諾台帳 
財活様式第２３号 履行情報請求書 
財活様式第２４号 履行状況提供書  

○自動販売機関係 
業務実施要領(案) 
自動販売機設置及び設置場所貸付に係る仕様書 
飲料用自動販売機設置業者募集要領（案） 
公募型総合評価方式による評価項目（事例） 
自販機様式１ 
自販機様式２ 
自販機様式３ 
自販機様式４ 
自販機様式５ 
自販機様式６ 
自販機様式７ 
 

○大字有財産様式 
大字有様式１ 事務手続き申請書 
大字有様式１－２ 同意書 
大字有様式２ 登記嘱託書（所有権保存） 
大字有様式３ 登記嘱託書（所有権移転） 
大字有様式４ 登記嘱託書（所有権移転） 
大字有様式５ 承継を証する情報 
大字有様式６ 登記原因証明情報 
大字有様式７－１ 土地売買契約書 
大字有様式７－２ 委任状 
大字有様式７－３ 委任状の交付について 
大字有様式７－４ 所有権移転登記嘱託請求書 
大字有様式８ 登記嘱託書（地目変更） 

 
○参考雛形 
情報提供確認書 
 

 
 
 
 
 
 

 



標準契約書１（普通貸付用） 

 

※印紙税 土地賃貸借は課税，建物のみ賃貸借は非課税 

 

契約番号を記入する 

▲新▲契第▲号 

 

 

市有財産賃貸借契約書 

 

 貸付人新潟市（以下「甲」という。）と借受人▲▲（以下「乙」という。）とは，次の条項により市有

財産賃貸借契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 

２ 乙は，貸付物件が市有財産であることを常に考慮し，適正に使用するように留意しなければならない。 

 （貸付物件） 

第２条 

下記枠内から選択する 

①複数の筆がある場合  （貸付物件） 

第２条 甲は，甲が所有する別紙表示の財産（以下「貸付物件」という。）を

乙に貸し付け，乙はこれを借り受ける。 

②筆数が少ない場合  （貸付物件） 

第２条 甲は，甲が所有する次の財産（以下「貸付物件」という。）を乙に貸

し付け，乙はこれを借り受ける。 

  貸付物件 ▲▲「土地」又は「建物」 

  貸付物件の所在 新潟市▲▲ 

  ▲▲「地目」又は「建物名称，構造，使用場所」など 

  貸付面積    ▲㎡ 

 （使用目的） 

第３条 乙は，貸付物件を，▲▲使用目的や施設の名称などの▲▲「用途」又は「敷地」などに自ら供さ

なければならない。 

２ 乙は，前項の使用目的を変更しようとする場合，書面により甲に申し出て，甲の承認を得なければな

らない。 

 （貸付期間） 

第４条 貸付期間は，▲年▲月▲日から▲年▲月▲日までとする。 

自動更新を可能とする

電柱は右欄の項を追加

することができる。 

２ 甲は，前項に定める貸付期間が満了する６か月前，乙は前項に定める期間

が満了する３か月前までに甲又は乙がこの契約の解除又は変更等について

の意思表示をしない場合は，次条に定める貸付料及び第１５条に定める違約

金の金額に関する部分を除き，この契約は更に３年間継続する。 

３ 前項の定めは，同項の定めにより継続した貸付契約を更に継続する場合に

収入 

印紙 消
印 

標準契約書の使用上の注意 

●契約内容は必要最低限の規定を定めていますの

で，契約内容に応じて加除が必要です。内容を確

認のうえ不要なものは削除し，必要なものを追加

して使用してください。 



準用する。 

 （貸付料） 

第５条 

下記枠内から選択する 

①貸付期間が１年を超

え３年以内の場合 

（貸付料） 

第５条 貸付料は，次に掲げるとおりとする。 

年次 期間 貸付料の額 

第１年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第２年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第３年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 
 

②貸付期間が３年を超

える場合 

 （貸付料） 

第５条 貸付料は，△年△月△日から△年△月△日までの期間については，次

に掲げるとおりとする。 

年次 期間 貸付料の額 

第１年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第２年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第３年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 
 

２ 前項の期間が満了した後にかかる貸付料は，甲の定める貸付料算定基準に

基づき金額を改定し，当該金額を改定する場合は，甲から乙へ通知するもの

とし，乙は，これに同意するものとする。ただし，この金額が適用される期

間は３年間とする。 

３ 前項に定める期間が満了した後の貸付料及び適用期間については，前項を

準用する。 

③貸付料が月額の場合

（電柱等を除く） 

 （貸付料） 

第５条 貸付料は，月額金▲円とする。 

 （貸付料の納付） 

第６条 貸付料の分納，納付期限は公有財産事務取扱要領を参照 

下記枠内から選択する 

①貸付期間が１年以内

で満了する場合 

 （貸付料の納付） 

第６条 前条に定める貸付料は，▲年▲月▲日までに甲の発行する納入通知書

により納付しなければならない。 

②貸付期間が複数年度

でかつ年額を前納する

場合（注：ただし書き

は，年度の途中から貸

付ける場合に記入） 

 （貸付料の納付） 

第６条 前条に定める貸付料は，当該年度分を当該年度の４月３０日までに甲

の発行する納入通知書により納付しなければならない。ただし，▲年▲月▲

日から▲年▲月▲日までの貸付料については，甲の発行する納入通知書の納

付期限までに納付しなければならない。 

２ 前項の規定は，前条第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含

む。）の規定により更新した貸付料の納付方法に準用する。 

③貸付期間が１年を超

え３年以内の場合で分

割納付が認められる場

合 

（貸付料の納付） 

第６条 前条に定める貸付料は，次に定めるところにより甲の発行する納入通

知書により納付しなければならない。 

年次 回数 納付金額 納付期限 備考 

第１年次 第１回 ▲円 ▲年４月３０日  

第２回 ▲円 ▲年７月３１日 

第３回 ▲円 ▲年１０月３１日 

第４回 ▲円 ▲年１月３１日 



計 ▲円  

第２年次 第１回 ▲円 ▲年４月３０日  

第２回 ▲円 ▲年７月３１日 

第３回 ▲円 ▲年１０月３１日 

第４回 ▲円 ▲年１月３１日 

計 ▲円  

第３年次 第１回 ▲円 ▲年４月３０日  

第２回 ▲円 ▲年７月３１日 

第３回 ▲円 ▲年１０月３１日 

第４回 ▲円 ▲年１月３１日 

計 ▲円  
 

④貸付期間が３年を超

える場合 

（貸付料の納付） 

第６条 前条に定める貸付料は，次に定めるところにより甲の発行する納入通

知書により納付しなければならない。 

年次 納付金額 納付期限 

第１年次 ▲円 ▲年▲月▲日 

第２年次 ▲円 ▲年▲月▲日 

第３年次 ▲円 ▲年▲月▲日 

２ 前項の規定は，前条第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含

む。）の規定により更新した貸付料の納付方法に準用する。 

⑤貸付期間が３年を

超える場合で分割納

付が認められる場合 

（貸付料の納付） 

第６条 前条に定める貸付料は，次に定めるところにより甲の発行する納入通

知書により納付しなければならない。 

年次 回数 納付金額 納付期限 備考 

第１年次 第１回 ▲円 ▲年４月３０日  

第２回 ▲円 ▲年７月３１日 

第３回 ▲円 ▲年１０月３１日 

第４回 ▲円 ▲年１月３１日 

計 ▲円  

第２年次 第１回 ▲円 ▲年４月３０日  

第２回 ▲円 ▲年７月３１日 

第３回 ▲円 ▲年１０月３１日 

第４回 ▲円 ▲年１月３１日 

計 ▲円  

第３年次 第１回 ▲円 ▲年４月３０日  

第２回 ▲円 ▲年７月３１日 

第３回 ▲円 ▲年１０月３１日 

第４回 ▲円 ▲年１月３１日 

計 ▲円  

２ 前項の規定は，前条第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含

む。）の規定により更新した貸付料の納付方法に準用する。 

⑥毎月納付の場合 （貸付料の納付） 

第６条 前条に定める貸付料は，甲の発行する納入通知書により毎月の末日ま

でに納付しなければならない。 

 

貸付期間が３年を超える場合は次の条を規定する 

貸付期間が３年を超

える場合 

（貸付料の改定） 

第６条の２ 甲は，貸付物件の価格が上昇し，貸付料が不相当になったときは，



第５条の規定にかかわらず，貸付料の増額を請求することができる。 

２ 甲は，前項に定める貸付料の改定のときは，納付金額及び納付期限を遅滞

なく乙に通知するものとし，乙は，これに同意するものとする。 

 （概算納付） 

第６条の３ 第５条第１項に定める貸付料の適用期間が満了した後，同条第２

項に定める貸付料が決定していない場合には，乙は甲の通知に基づき前年度

の貸付料をもって当該年次の貸付料の概算額として，甲の定める納付期限ま

でに甲の発行する納入通知書により支払わなければならない。 

２ 前項の規定に基づき貸付料の概算額を通知した場合において，決定した貸

付料が概算額を超えるときは，その不足する額を甲の発行する納入通知書に

より納入するものとし，また，概算額に満たない場合には，その超過した額

を次回以降の貸付料から控除する。 

（光熱水費等の負担） 

第７条 使用財産に附帯する設備の使用に係る光熱水費等の実費について，甲の請求がある場合は，甲の

定める方法により当該実費を支払わなければならない。 

（遅延損害金） 

第８条 

下記枠内から選択する 

①（概算納付）を規定

する場合 

 （遅延損害金） 

第８条 乙は，第５条及び第６条の３第１項による貸付料，第７条による光熱

水費及び第１５条による違約金を甲が定める納入期限までに納入しない場

合には，納入期限の翌日から納入した日までの期間について，新潟市公有財

産規則（昭和５９年規則第１９号）で定める割合により算定した遅延損害金

を甲に支払わなければならない。 

②（概算納付）を規定

しない場合 

 （遅延損害金） 

第８条 乙は，第５条による貸付料，第７条による光熱水費及び第１５条によ

る違約金を甲が定める納入期限までに納入しない場合には，納入期限の翌日

から納入した日までの期間について，新潟市公有財産規則（昭和５９年規則

第１９号）で定める割合により算定した遅延損害金を甲に支払わなければな

らない。 

（権利譲渡等の禁止） 

第９条 乙は，甲の承認を得ないで貸付物件を第三者に転貸し又は乙が建設した建物その他の工作物に賃

借権その他の使用又は収益を目的とする権利を設定してはならない。 

２ 乙は，甲の承認を得ないで貸付物件の賃借権を第三者に譲渡してはならない。 

（契約不適合の際の責任）                                 

第１０条 乙は，民法，商法及び本契約のその他の条項にかかわらず，貸付物件が種類，品質または数量

に関して契約の内容に適合しないことを理由として，履行の追完の請求，貸付料の減免及び損害賠償の

請求並びに契約の解除をすることができない。 

（使用上の制限） 

第１１条 乙は，貸付物件の形質変更又は当該物件上に所在する建物その他の工作物等の現状を変更しよ

うとするときは，事前に書面をもって甲に申請し，甲の承認を得なければならない。 

２ 甲は，前項に定める申請があったときは，その可否の決定を書面により乙に通知するものとする。 

（物件保全義務等） 

第１２条 乙は，善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全につとめなければならない。 

２ 乙は，貸付物件が天災その他の事由によって損壊し，第三者に損害を与えた場合には，その賠償の責

任を負うものとし，甲が乙に代わって賠償の責任を果たした場合には，乙に求償することができるもの

とする。 

 （実地調査等） 

第１３条 甲は，甲が必要と定めるとき，乙に対し必要な事項を実地調査し，又は参考となるべき資料そ



の他の報告を求めることができる。この場合において，乙は調査等を拒み，妨げ又は怠ってはならない。 

 （貸付物件の引渡し） 

第１４条 甲は，第４条に定める貸付期間の初日に貸付物件を乙に引き渡す。 

 （違約金） 

第１５条  

下記枠内から選択する 

①貸付期間が３年以

内 

 （違約金） 

第１５条 乙は，第４条に定める貸付期間中に，次の各号に定める事由が生じ

たときは，それぞれ当該各号に定める金額を違約金として甲に支払わなけれ

ばならない。 

 （１）第３条又は第９条に定める義務に違反又は第１６条の２に該当した場

合は，金▲円 

 （２）第１１条第１項又は第１３条に定める義務に違反した場合は，金▲円 

２ 前項に定める違約金は，第２０条に定める損害賠償額の予定又はその一部

と解釈しない。 

②貸付期間が３年を

超える 

 （違約金） 

第１５条 乙は，第４条に定める貸付期間中に，次の各号に定める事由が生じ

たときは，それぞれ当該各号に定める金額を違約金として甲に支払わなけれ

ばならない。 

 （１）第３条又は第９条に定める義務に違反又は第１６条の２に該当した場

合は，金▲円 

 （２）第１１条第１項又は第１３条に定める義務に違反した場合は，金▲円 

２ 乙が，第５条第１項に定める期間を経過した後においてこの契約に違反し

た場合の違約金は，第５条第２項又は第３項の期間について甲の定める基準

により算定した金額に基づき算出した金額とする。 

３ 前２項に定める違約金は，第２０条に定める損害賠償額の予定又はその一

部と解釈しない。 

 （契約解除） 

第１６条 甲は，次の各号の一に該当する場合は，この契約を解除することができる。 

 （１）甲又は他の公共団体において，貸付物件を公用又は公共の用に供するため必要とする場合 

 （２）乙がこの契約に定める条項に違反した場合 

 （暴力団排除措置による契約解除） 

第１６条の２ 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，催告を要することなく契約を解除する

ことができる。この場合において，解除により乙に損害があっても，甲はその損害の賠償の責任を負わ

ないものとする。 

 （１）暴力団又は暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に

規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員をいう。（以下「暴力団員等」という。以下この項

において同じ。））であると認められる場合 

 （２）役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若し

くは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい，法人以外の団体である場合は代表者，

理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下この項において同じ。） が暴力団員等である

と認められる場合 

 （３）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 

 （４）役員等が自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって暴力団員等を利用したと認められる場合 

 （５）役員等が，暴力団員等に対して資金等を供給し，又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持又は運営に協力し，又は関与していると認められる場合 

 （６）役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる場合 

 



 （貸付物件の返還） 

第１７条 乙は，第４条に定める貸付期間が満了した場合又は前２条の規定により契約が解除されたとき

は，自己の負担において貸付物件を原状に回復し，甲の指定する期日までに返還しなければならない。

ただし，甲が必要ないと認めたときはこの限りでない。 

２ 乙が，前項に定める措置を履行しない場合において甲がこれを執行したときは，それに要した経費は，

すべて乙が支弁するものとする。 

 （貸付料の精算） 

第１８条 甲は，第１６条又は第１６条の２の定めにより契約が解除された場合には，既納の貸付料を日

割で精算し，未経過期間にかかる貸付料を乙に還付するものとする。 

 （有益費等の請求権の放棄） 

第１９条 乙は第４条に定める貸付期間が満了し，契約が更新されないとき又は第１６条若しくは第１６

条の２の規定により契約が解除された場合において，貸付物件を返還しようとするときは，乙が支出し

た必要経費又は有益費等があってもその償還等の請求をすることができないものとする。 

 （損害賠償） 

第２０条 乙が，この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは，その損害を賠償しな

ければならない。 

 （契約の費用） 

第２１条 この契約の締結に要する費用は，乙の負担とする。 

 （特約又は特例等の措置） 

第２２条 この契約についての特約又は特例その他必要な事項については，別紙により定める。 

連帯保証人が不要となる基準に該当する場合は削除する 

下記枠内から選択する 

①連帯保証人が個人

の場合 

（連帯保証契約） 

第２３条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を極度

額▲円の範囲内で連帯して保証する。 

②連帯保証人が法人

の場合 

（連帯保証契約） 

第２３条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を連帯

して保証する。 

 （協議） 

第２４条 この契約に定めのない事項について問題が生じたとき，又はこの契約条項の解釈について疑義

が生じたときは，甲乙協議のうえ解決するものとする。 

 （裁判管轄） 

第２５条 本契約に関する訴えの管轄は，新潟市を管轄区域とする新潟地方裁判所とする。 

 

この契約を証するため本書２通を作成し，甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

  ▲年▲月▲日 

 

貸付人   （甲）  新潟市 

               新潟市長 ▲▲ 

 

借受人   （乙）  住所 ▲▲ 

           氏名 ▲▲               印 

 

連帯保証人      住所 ▲▲ 

           氏名 ▲▲               印 



別紙 

複数の物件がある場合 

第２条の規定による貸付物件の表示 

土地 

物件の所在 地番 地目 地積 

▲▲ ▲ ▲▲ ▲㎡ 

▲▲ ▲ ▲▲ ▲㎡ 

計 ▲筆  ▲㎡ 

 

建物（施設名称等） 

物件の所在地 構造 使用場所等 使用床面積 

▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲㎡ 

▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲㎡ 

計 ▲棟  ▲㎡ 

 

第２２条の規定による特約または特例等の事項 

 
 

特約内容を記載する。ない場合は「なし」と記載する。 

例：連帯保証人に変更が生じた場合は速やかに甲に届け出ること。 



 
 

標準契約書２（一時貸付用※1年以内） 

※印紙税 土地賃貸借は課税，建物のみ賃貸借は非課税 

 

契約番号を記入する 

新▲契第▲号 
 

市有財産一時貸付契約書 
 
 貸付人 新潟市（以下「甲」という。）と借受人▲▲（以下「乙」という。）とは，次の条項により市有

財産一時貸付契約を締結する。 
 
 （信義誠実の義務） 
第１条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 
２ 乙は，貸付物件が市有財産であることを常に考慮し，適正に使用するように留意しなければならない。 
 （一時貸付物件） 
下記枠内から選択する 

①複数の筆がある場合  （一時貸付物件） 

第２条 甲は，甲が所有する別紙表示の財産（以下「一時貸付物件」とい

う。）を乙に貸し付け，乙はこれを借り受ける。 
②筆数が少ない場合  （一時貸付物件） 

第２条 甲は，甲が所有する次の財産（以下「一時貸付物件」という。）を乙

に貸し付け，乙はこれを借り受ける。 

  一時貸付物件 ▲▲「土地」又は「建物」 

  一時貸付物件の所在 新潟市▲▲ 

  ▲▲「地目」又は「建物名称，構造，使用場所」など 

  貸付面積    ▲㎡ 

 （使用目的） 

第３条 乙は，一時貸付物件を，▲▲使用目的や施設の名称などの▲▲「用途」又は「敷地」などに自

ら供さなければならない。 
２ 乙は，前項の使用目的を変更しようとする場合，その事前に書面をもって甲に申し出て，甲の承認を

得なければならない。 
 （貸付期間） 
第４条 貸付期間は，▲年▲月▲日から▲年▲月▲日までとする。 
 （貸付料） 
第５条 前条に定める貸付期間にかかる貸付料は，金▲円とする。 
 （貸付料の納付） 
第６条 前条に定める貸付料は，その全額を，甲の発行する納入通知書により▲年▲月▲日までに納付し

なければならない。 
（光熱水費等の負担） 

第７条 使用財産に附帯する設備の使用に係る光熱水費等の実費について，甲の請求がある場合は，甲の

定める方法により当該実費を支払わなければならない。 

（遅延損害金） 

収入 
印紙 消

印 
標準契約書の使用上の注意 

●契約内容は必要最低限の規定を定めています

ので，契約内容に応じて加除が必要です。内容

を確認のうえ不要なものは削除し，必要なもの

を追加して使用してください。 



第８条 乙は，第５条による貸付料，第７条による光熱水費及び第１５条による違約金を甲が定める納入

期限までに納入しない場合には，納入期限の翌日から納入した日までの期間について，新潟市公有財

産規則（昭和５９年規則第１９号）で定める割合により算定した遅延損害金を甲に支払わなければな

らない。 
 （権利譲渡等の禁止） 
第９条 乙は，甲の承認を得ないで，一時貸付物件を第三者に転貸し又は建設した建物その他の工作物に

賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利を設定してはならない。 
 （契約不適合の際の責任） 
第１０条 乙は，民法，商法及び本契約のその他の条項にかかわらず，貸付物件が種類，品質または数量

に関して契約の内容に適合しないことを理由として，履行の追完の請求，貸付料の減免及び損害賠償

の請求並びに契約の解除をすることができない。 
 （使用上の制限） 
第１１条 乙は，一時貸付物件の形質変更又は当該物件上に所在する建物その他の工作物等の現状を変更

しようとするときは，事前に書面をもって甲に申請し，甲の承認を得なければならない。 
２ 甲は，前項に定める申請があったときは，その可否の決定を書面により乙に通知するものとする。 
 （物件保全義務等） 
第１２条 甲は，一時貸付物件について修繕義務を負担しない。 
２ 乙は，この契約による一時貸付物件が市有財産であることを常に考慮し，善良な管理者としての注意

をもって維持保全につとめなければならない。 
３ 乙は，一時貸付物件が天災その他の事由によって損壊し，第三者に損害を与えた場合には，その賠償

の責任を負うものとし，甲が乙に代わって賠償の責任を果たした場合には，乙に求償するものとする。 
 （実地調査等） 
第１３条 甲は，甲が必要と定めるとき，乙に対し必要な事項を実地調査し，又は参考となるべき資料そ

の他の報告を求めることができる。この場合において，乙は調査等を拒み，妨げ又は怠ってはならな

い。 
 （一時貸付物件の引渡し） 
第１４条 甲は，第４条に定める貸付期間の初日に一時貸付物件を乙に引き渡す。 
 （違約金） 
第１５条 乙は，第４条に定める貸付期間中に，次の各号に定める事由が生じたときは，それぞれ当該各

号に定める金額を違約金として甲に支払わなければならない。 
 （１）第３条又は第９条に定める義務に違反又は第１６条の２に該当した場合は，金▲円 
 （２）第１１条第１項又は第１３条に定める義務に違反した場合は，金▲円 
２ 前項に定める違約金は，第２０条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 
 （契約解除） 
第１６条 甲は，次の各号の一に該当する場合は，この契約を解除することができる。 
 （１）甲又は他の公共団体において，一時貸付物件を公用又は公共の用に供するため必要とする場合 
 （２）乙がこの契約に定める条項に違反した場合 
 （暴力団排除措置による契約解除） 
第１６条の２ 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，催告を要することなく契約を解除する

ことができる。この場合において，解除により乙に損害があっても，甲はその損害の賠償の責任を負

わないものとする。 
 （１）暴力団又は暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に

規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員をいう。（以下「暴力団員等」という。以下この項

において同じ。））であると認められる場合 
 （２）役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若し

くは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい，法人以外の団体である場合は代表

者，理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下この項において同じ。） が暴力団員等で

あると認められる場合 
 （３）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 
 （４）役員等が自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって暴力団員等を利用したと認められる場合 



 （５）役員等が，暴力団員等に対して資金等を供給し，又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持又は運営に協力し，又は関与していると認められる場合 
 （６）役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる場合 
（一時貸付物件の返還） 

第１７条 乙は，第４条に定める貸付期間が満了した場合又は前２条の規定により契約が解除されたとき

は，自己の負担において一時貸付物件を原状に回復し，甲の指定する期日までに返還しなければなら

ない。ただし，甲が必要ないと認めたときはこの限りでない。 
２ 乙が，前項に定める措置を履行しない場合において甲がこれを執行したときは，それに要した経費は

すべて乙が支弁するものとする。 
（貸付料の精算） 

第１８条 甲は，第１６条又は第１６条の２の定めにより契約が解除された場合には，既納の貸付料を日

割で精算し，未経過期間にかかる貸付料を乙に還付するものとする。 
 （有益費等の請求権の放棄） 
第１９条 乙は第４条に定める貸付期間が満了し，契約が更新されないとき又は第１６条若しくは第１６

条の２の規定により契約が解除された場合において，一時貸付物件を返還しようとするときは，乙が

支出した必要経費又は有益費等があってもその償還等の請求をすることができないものとする。 
 （損害賠償） 
第２０条 乙が，この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは，その損害を賠償しな

ければならない。 
 （契約の費用） 
第２１条 この契約の締結に要する費用は，乙の負担とする。 
 （特約又は特例等の措置） 
第２２条 この契約についての特約又は特例その他必要な事項については，別紙により定める。 

連帯保証人が不要となる基準に該当する場合は削除する。 

下記枠内から選択する 

①連帯保証人が個人

の場合 

（連帯保証契約） 
第２３条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を極

度額▲円の範囲内で連帯して保証する。 

②連帯保証人が法人

の場合 

（連帯保証契約） 

第２３条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を連

帯して保証する。 

 （協議） 
第２４条 この契約に定めのない事項について問題が生じたとき，又はこの契約条項の解釈について疑義

が生じたときは，甲乙協議のうえ解決するものとする。 
 （裁判管轄） 
第２５条 本契約に関する訴えの管轄は，新潟市を管轄区域とする新潟地方裁判所とする。 
 
 この契約を証するため本書２通を作成し，甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 
 
  ▲年▲月▲日 
 
貸付人（甲） 新潟市 
           新潟市長 ▲▲ 
 
借受人（乙） 住所 
       氏名  ▲▲             印 
 
連帯保証人  住所 
       氏名  ▲▲             印 



別紙 

複数の物件がある場合 

第２条の規定による一時貸付物件の表示 
土地 

物件の所在 地番 地目 地積 
▲▲ ▲ ▲▲ ▲㎡ 
▲▲ ▲ ▲▲ ▲㎡ 

計 ▲筆  ▲㎡ 
 

建物（施設名称等） 

物件の所在地 構造 使用場所等 使用床面積 
▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲㎡ 
▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲㎡ 

計 ▲棟  ▲㎡ 
 
第２２条の規定による特約または特例等の事項 

 
 

特約内容を記載する。ない場合は「なし」と記載する。 
例：連帯保証人に変更が生じた場合は速やかに甲に届け出ること。 



1 
 

標準契約書３（定期建物賃貸借・借地借家法が適用される事務所等用） 

※印紙税（土地は課税，建物のみは非課税） 

 

契約番号を記入する 

▲新▲契第▲号 
 

市有財産定期建物賃貸借契約書 
 
 貸付人新潟市（以下「甲」という。）と借受人▲▲（以下「乙」という。）とは，次の条項により市有財

産について借地借家法（平成３年法律第９０号。以下「法」という。）第３８条の規定に基づく定期建物賃

借権の設定を目的とした借家契約を締結する。 
 
 （貸付物件） 
第１条 甲は，甲が所有する別紙表示の財産（以下「貸付物件」という。）を乙に貸し付け，乙はこれを借

り受ける。 
 （使用目的） 
第２条 乙は，貸付物件を，貸付申請書に記載又は添付した使用目的，利用計画（工作物の配置計画を含

む。）及び事業計画書どおりの用途に自ら使用し，甲の承認を得ないで変更してはならない。 
 （貸付期間） 
第３条 貸付期間は，▲年▲月▲日から▲年▲月▲日までとする。 
 （契約更新等） 
第４条 本契約は，法３８条の規定に基づくものであるから，法第２６条，第２８条及び第２９条第１項

並びに民法（明治２９年法律第８９号）第６０４条の規定は適用されないので，契約更新に係る権利は

一切発生せず，前条に定める期間満了時において本契約の更新（更新の請求及び建物の使用の継続によ

るものを含む。）は行われず，貸付期間の延長も行われないものとする。 
 （貸付料） 
第５条  
下記枠内から選択する 

①貸付期間が１年を超

え３年以内の場合 
（貸付料） 

第５条 貸付料は，次に掲げるとおりとする。 

年次 期間 貸付料の額 

第１年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第２年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第３年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 
 

②貸付期間が３年を超

える場合 
 （貸付料） 

第５条 貸付料は，△年△月△日から△年△月△日までの期間については，

次に掲げるとおりとする。 

年次 期間 貸付料の額 

第１年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第２年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 

第３年次 ▲年▲月▲日から▲年▲月▲日まで ▲円 
 

収入 
印紙 消

印 

標準契約書の使用上の注意 
●契約内容は必要最低限の規定を定めていますの

で，契約内容に応じて加除が必要です。内容を確

認のうえ不要なものは削除し，必要なものを追加

して使用してください。 



２ 前項の期間が満了した後にかかる貸付料は，甲の定める貸付料算定基

準に基づき金額を改定し，当該金額を改定する場合は，甲から乙へ通知

するものとし，乙は，これに同意するものとする。ただし，この金額が

適用される期間は３年間とする。 

３ 前項に定める期間が満了した後の貸付料及び適用期間については，前

項を準用する。 

 （貸付料の納付）貸付料の分納，納付期限は公有財産事務取扱要領を参照 

第６条 前条に定める貸付料は，次に定めるところにより甲の発行する納入通知書により納付しなければ

ならない。 
年次 回数 納付金額 納付期限 備考 

第１年次 

第１回 ▲円 ▲月▲日  
第２回 ▲円 ▲月▲日 
第３回 ▲円 ▲月▲日 
第４回 ▲円 ▲月▲日 
計 ▲円  

第２年次 

第１回 ▲円 ４月３０日  
第２回 ▲円 ７月３１日 
第３回 ▲円 １０月３１日 
第４回 ▲円 １月３１日 
計 ▲円  

第３年次 

第１回 ▲円 ４月３０日  
第２回 ▲円 ７月３１日 
第３回 ▲円 １０月３１日 
第４回 ▲円 １月３１日 
計 ▲円  

 (光熱水費等の負担) 
第７条 使用財産に附帯する設備の使用に係る光熱水費等の実費について，甲の請求がある場合は，

甲の定める方法により当該実費を支払わなければならない。 

（遅延損害金） 

第８条 乙は，第５条による貸付料，第７条による光熱水費及び第１３条による違約金を甲が定める納入

期限までに納入しない場合には，納入期限の翌日から納入した日までの期間について，新潟市公有財産

規則（昭和５９年規則第１９号）で定める割合により算定した遅延損害金を甲に支払わなければならな

い。 
 （使用上の制限） 
第９条 乙は，貸付物件について，第２条について規定する使用目的，利用計画及び事業計画の変更若し

くは貸付物件の模様替え又は改造等により現状を変更（貸付物件の修繕及びその他軽微な変更を除く。）

しようとする場合，事前に変更する理由及び変更後の目的等を書面によって甲に申請し，その承認を受

けなければならない。 
２ 前項に基づく甲の承認は，書面によるものとする。 
 （権利譲渡等） 
第１０条 乙は，貸付物件の賃借権を第三者に譲渡し又は貸付物件を第三者に転貸しようとするときは，

事前にその理由を記載した書面によって甲に申請し，その承認を受けなければならない。 
２ 前項に基づく甲の承認は，書面によるものとする。 
 （物件保全義務） 
第１１条 乙は，善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全につとめなければならない。 
 （実地調査等） 
第１２条 甲は，次の各号の一に該当する事由が生じたときは，乙に対し実地調査し又は参考となるべき



資料その他の報告を求めることができる。この場合において，乙は調査等を拒み，妨げ又は怠ってはな

らない。 
 （１）第５条に定める貸付料の納付がないとき 
 （２）第９条及び第１０条に定める甲の承認を受けなかったとき 
本契約に定める義務に違反したとき 
下記枠内から選択する 

①貸付期間が３年以

内 

 （違約金） 
第１３条 乙は，第５条第１項に定める貸付期間中に，次の各号に定める事由

が生じたときは，それぞれ当該各号に定める金額を違約金として甲に支払わ

なければならない。 
 （１）第２条又は第１０条に定める義務に違反又は第１４条の２に該当した

場合は，金▲円 
 （２）第９条第１項又は第１２条に定める義務に違反した場合は，金▲円 
２ 前項に定める違約金は，第１７条に定める損害賠償額の予定又はその一部

と解釈しない。 
②貸付期間が３年を

超える 

 （違約金） 
第１３条 乙は，第５条第１項に定める貸付期間中に，次の各号に定める事由

が生じたときは，それぞれ当該各号に定める金額を違約金として甲に支払わ

なければならない。 
 （１）第２条又は第１０条に定める義務に違反又は第１４条の２に該当した

場合は，金▲円 
 （２）第９条第１項又は第１２条に定める義務に違反した場合は，金▲円 
２ 乙は，第５条第１項に定める期間を経過した後において，本契約に違反し

た場合の違約金は，同条第２項の期間について甲の定める基準により算出し

た金額によることに同意する。なお，金額については，甲から通知する。 
３ 前２項に定める違約金は，第１７条に定める損害賠償額の予定又はその一

部と解釈しない。 
 （契約不適合の際の責任） 
第１３条の２ 乙は，民法，商法及び本契約のその他の条項にかかわらず，貸付物件が種類，品質または

数量に関して契約の内容に適合しないことを理由として，履行の追完の請求，既納の貸付料の減免及び

損害賠償の請求並びに契約の解除をすることができない。 
（契約解除） 

第１４条 甲は，次の各号の一に該当する場合は，この契約を解除することができる。 
 （１）甲が貸付物件を公用又は公共の用に供するため必要とするとき。 
 （２）乙がこの契約に定める義務に違反したとき。 
 （３）乙が自己の都合により解除する場合で，事前に甲に書面により通知したとき。 

（３）の特約は，当事者の事情により記載を判断する。 

 （暴力団排除措置による契約解除） 
第１４条の２ 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，催告を要することなく契約を解除する

ことができる。この場合において，解除により乙に損害があっても，甲はその損害の賠償の責任を負わ

ないものとする。 
 （１）暴力団又は暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に

規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員をいう。（以下「暴力団員等」という。以下この項

において同じ。））であると認められる場合 
 （２）役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若し

くは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい，法人以外の団体である場合は代表者，

理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下この項において同じ。） が暴力団員等であると



認められる場合 
 （３）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 
 （４）役員等が自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって暴力団員等を利用したと認められる場合 
 （５）役員等が，暴力団員等に対して資金等を供給し，又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持又は運営に協力し，又は関与していると認められる場合 
 （６）役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる場合 
 （原状回復等） 
第１５条 乙は，第３条に定める貸付期間が満了したとき又は前条の規定により本契約が解除されたとき

は，貸付物件を原状に回復して甲の指定する期日までに返還しなければならない。ただし，再契約のほ

か，甲が指示した場合にはこの限りでない。 
 （貸付料の精算） 
第１６条 甲は，本契約が解除された場合には，既納の貸付料を日割でもって精算し，未経過期間に係る

貸付料を乙に返還する。 
 （損害賠償） 
第１７条 乙が，本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは，その損害を賠償しなけ

ればならない。 
 （有益費等の請求権の放棄） 
第１８条 乙は第３条に定める貸付期間が満了し，又は第１４条若しくは第１４条の２の規定により契約

が解除された場合において，貸付物件を返還しようとするときは，乙が支出した必要経費又は有益費等

があってもその償還等の請求をすることができないものとする。 
下記枠内から選択する 

①連帯保証人が個人

の場合 

（連帯保証契約） 
第１９条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を極度

額▲円の範囲内で連帯して保証する。 

②連帯保証人が法人

の場合 

（連帯保証契約） 

第１９条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を連帯

して保証する。 

 （信義誠実等の義務・疑義の決定） 
第２０条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実に本契約を履行しなければならない。 
２ 乙は貸付物件が市有財産であることを常に考慮し，適切に使用するように留意しなければならない。 
３ 本契約に関し疑義があるときは，甲乙協議のうえ決定する。 
 （裁判管轄） 
第２１条 本契約に関する訴えの管轄は，新潟市を管轄区域とする新潟地方裁判所とする。 
 （特約又は特例等の措置） 
第２２条 この契約についての特約又は特例その他必要な事項については，別紙により定める。 

 
上記の契約の締結を証するため本契約書２通を作成し，両者記名押印の上，各自その１通を保有する。 

   ▲年▲月▲日 
 
  貸付人  （甲）  新潟市 
                新潟市長 ▲▲ 
 
  借受人  （乙）  住所 ▲▲ 
            氏名 ▲▲              印 
 
  連帯保証人     住所 ▲▲ 
            氏名 ▲▲              印  



別紙 

物件が少ない場合は第１条に規定して構わない 

第１条の規定による貸付物件の表示 
  建物 
     施設名称 
     所在地 
     貸付場所 
     面積 
 
第２１条の規定による特約又は特例等の事項 

 
 

 

公募等により，仕様書等の書類を用いた場合は，その際の書類も契約書と一緒に綴る 
 

定期建物賃貸借契約を締結する場合の注意事項 

 
１．書面の交付と説明義務 
 賃借人に対して，契約の前に次の各号に掲げる内容の説明又は交付を行うこと。これを怠った場合は，

契約の更新がない旨の特約が無効となり，正当事由（公用，公共用に用いることなど）がない限り，契約

更新の拒絶，解約ができない建物賃貸借契約となる。 
 （１）契約の更新がない。（期間満了後に新規に契約することは可能） 
 （２）契約期間の末日で賃貸借契約が終了する。 
 （３）（１）と（２）の内容を記載した書面の交付 
２．契約期間満了の通知 
 契約期間が１年以上の定期建物賃貸借契約は，建物の賃貸人は期間満了の１年前から６か月前までの間

に賃借人に対し期間の満了により建物の賃貸借が終了する旨の通知をしなければ，契約の終了について建

物の賃借人に対抗することができない。契約期間が１年未満の定期建物賃貸借契約においてはこのような

定めがないので，契約期間の満了と同時に契約は終了する。 
 

○借地借家法（抜粋） 
第３節 定期建物賃貸借等  
（定期建物賃貸借）  
第３８条 期間の定めがある建物の賃貸借をする場合においては，公正証書による等書面に

よって契約をするときに限り，第３０条の規定にかかわらず，契約の更新がないこととす

る旨を定めることができる。この場合には，第２９条第１項の規定を適用しない。  
２ 前項の規定による建物の賃貸借をしようとするときは，建物の賃貸人は，あらかじめ，

建物の賃借人に対し，同項の規定による建物の賃貸借は契約の更新がなく，期間の満了に

より当該建物の賃貸借は終了することについて，その旨を記載した書面を交付して説明し

なければならない。  
３ 建物の賃貸人が前項の規定による説明をしなかったときは，契約の更新がないこととす

る旨の定めは，無効とする。  
４ 第１項の規定による建物の賃貸借において，期間が１年以上である場合には，建物の賃

特約内容を記載する。ない場合は「なし」と記載する。 
例：連帯保証人に変更が生じた場合は速やかに甲に届け出ること。 



貸人は，期間の満了の１年前から６月前までの間（以下この項において「通知期間」とい

う。）に建物の賃借人に対し期間の満了により建物の賃貸借が終了する旨の通知をしなけれ

ば，その終了を建物の賃借人に対抗することができない。ただし，建物の賃貸人が通知期

間の経過後建物の賃借人に対しその旨の通知をした場合においては，その通知の日から６

月を経過した後は，この限りでない。  
５ 第１項の規定による居住の用に供する建物の賃貸借（床面積（建物の一部分を賃貸借の

目的とする場合にあっては，当該一部分の床面積）が２００平方メートル未満の建物に係

るものに限る。）において，転勤，療養，親族の介護その他のやむを得ない事情により，建

物の賃借人が建物を自己の生活の本拠として使用することが困難となったときは，建物の

賃借人は，建物の賃貸借の解約の申入れをすることができる。この場合においては，建物

の賃貸借は，解約の申入れの日から１月を経過することによって終了する。  
６ 前２項の規定に反する特約で建物の賃借人に不利なものは，無効とする。  
７ 第３２の規定は，第１項の規定による建物の賃貸借において，借賃の改定に係る特約が

ある場合には，適用しない。 
 



標準契約書４（借地借家法が適用されない自動販売機用） 

 

※印紙税 土地賃貸借は課税，建物のみ賃貸借は非課税 

 

契約番号を記入する 

▲新▲契第▲号 

 

市有財産賃貸借契約書 

 

 貸付人新潟市（以下「甲」という。）と借受人▲（以下「乙」という。）とは，次の条項により市有財産

（建物）賃貸借契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 

２ 乙は，貸付物件が市有財産であることを常に考慮し，適正に使用するように留意しなければならない。 

 （貸付物件） 

第２条 甲は，甲が所有する別紙表示の財産（以下「貸付物件」という。）を乙に貸し付け，乙はこれを借

り受ける。 

 （使用目的） 

第３条 乙は，貸付物件を，自動販売機の設置場所として供さなければならない。 

 （設置仕様書） 

第４条 乙は次の各号について別紙「自動販売機設置仕様書」のとおり自動販売機を設置する。 

 （１）設置場所 ▲▲  ▲階  ▲室脇 

 （２）設置台数 ▲台 

 （３）設置条件 別紙のとおり 

 （４）販売価格 別紙のとおり 

２ 前項を変更しようとするときは，甲乙協議のうえ定める。 

 （乙の業務内容等） 

第５条 乙は，別紙「業務実施要領」により自動販売機の管理，商品及び材料の搬入並びに売上金の回収

を行うものとする。 

２ 乙は，売上状況を毎月２５日以降翌月１５日までに甲に報告し，甲はこれを確認するものとする。 

 （売上金） 

第６条 自動販売機の売上金は，乙に属するものとする。 

 （費用負担） 

第７条 乙は自動販売機の設置に伴う次の経費を負担する。 

 （１）自動販売機の搬入設置及び撤去に伴う運搬費，工事費等 

 （２）自動販売機の稼動に必要な点検調整費，修理費等 

 （３）ごみ箱，空き缶回収箱等，甲の指示する設置に伴う物品 

 （４）自動販売機の正常稼動に必要な光熱水費 

 （５）ごみ処理費 

２ 前項第１号の工事を実施するときは，予め，甲の承認を得なければならない。 

３ 第１項第４号の光熱水費については，甲が発行する納入通知書により，甲が指定する期日までに納入

するものとする。 

 

収入 

印紙 消
印 

標準契約書の使用上の注意 

●契約内容は必要最低限の規定を定めていますの

で，契約内容に応じて加除が必要です。内容を確

認のうえ不用なものは削除し，必要なものを追加

して使用してください。 



 （商品・機種等の盗難・破損） 

第８条 甲は甲の責によることが明らかな場合を除き，当該自動販売機に係る盗難事故や破損事故等に関

しては，その一切の責任を負わないこととする。また，乙は，自動販売機が毀損，汚損又は紛失したと

きは，速やかに復旧することとし，復旧に係る経費は，乙が負担する。 

 （貸付期間） 

第９条 貸付期間は，▲年▲月▲日から▲年▲月▲日までとする。 

２ 本契約は，民法（明治２９年法律第８９号）に基づく賃貸借契約であるので，借地借家法（平成３年

法律第９０号）の規定は適用されない。 

 （貸付料） 

第１０条 毎月の貸付料は，自動販売機に係る毎月の売上の総合計額を１００で除した値に貸付単価（売

上額１００円に対する貸付料）▲▲．▲▲円を乗じて得た額（円未満切捨て）とし，乙は次に掲げる納

付期限までに，貸付料を甲の発行する納入通知書により甲に支払うものとする。 

下記枠内から選択する 

①月払いとする場合 （貸付料） 

第１０条 毎月の貸付料は，自動販売機に係る毎月の売上の総合計額を１００

で除した値に貸付単価（売上額１００円に対する貸付料）▲▲．▲▲円を乗

じて得た額（円未満切捨て）とし，乙は貸付料を，甲の発行する納入通知書

により毎月▲日までに支払うものとする。 

検針日との兼ね合いにより，あらかじめ期間を定めておく必要があります 

貸付料算定期間 納付期限 

毎月▲日～▲日（売上額確認日） 「毎月▲日」又は「売上額確認

日の翌月の▲日」 

備考 売上額確認日とは，別紙「業務実施要領」の３により，売上金額等

を確認した日をいい，売上の総合計額とは，同要領の３により確認し

た額をいう。 

①分割納付年４回 （貸付料） 

第１０条 毎月の貸付料は，自動販売機に係る毎月の売上の総合計額を１００

で除した値に貸付単価（売上額１００円に対する貸付料）▲▲．▲▲円を乗

じて得た額（円未満切捨て）とし，乙は次に掲げる納付期限までに，貸付料

を甲の発行する納入通知書により甲に支払うものとする。 

納付期限は，必ずしもこの限りでありません。 

回数 貸付料算定期間 納付期限 

第１回 ４月１日から６月売上額確認日 ８月１０日 

第２回 ６月売上額確認日から９月売上額確認日 １１月１０日 

第３回 ９月売上額確認日から１２月売上額確認日 ２月１０日 

第４回 １２月売上額確認日から３月３１日 ５月１０日 

備考 売上額確認日とは，別紙「業務実施要領」の３により，売上金額等

を確認した日をいい，売上の総合計額とは，同要領の３により確認し

た額をいう。 

 （遅延損害金） 

第１１条 乙は，第１０条に規定する貸付料，第１８条に規定する違約金又は第７条第１項第４号及び同

条３項の光熱水費を甲が定める期限までに納入しない場合には，納入期限の翌日から納入した日までの

期間について，新潟市公有財産規則（昭和５９年規則第１９条）で定める割合により算定した遅延損害

金を甲に支払わなければならない。 

 （権利譲渡等の禁止） 

第１２条 乙は，甲の承認を得ないで貸付物件を第三者に転貸し又は乙が建設した建物その他の工作物に



賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利を設定してはならない。 

２ 乙は，甲の承認を得ないで貸付物件の賃借権を第三者に譲渡してはならない。 

（契約不適合の際の責任）                                 

第１３条 乙は，民法，商法及び本契約のその他の条項にかかわらず，貸付物件が種類，品質または数量

に関して契約の内容に適合しないことを理由として，履行の追完の請求，貸付料の減免及び損害賠償の

請求並びに契約の解除をすることができない。 

 （使用上の制限） 

第１４条 乙は，貸付物件の形質変更又は当該物件上に所在する建物その他の工作物等の現状を変更しよ

うとするときは，事前に書面をもって甲に申請し，甲の承認を得なければならない。 

２ 甲は，前項に定める申請があったときは，その可否の決定を書面により乙に通知するものとする。 

 （物件保全義務等） 

第１５条 甲は，貸付物件について修繕義務を負担しない。 

２ 乙は，この契約による貸付物件が市有財産であることに常に考慮し，善良な管理者としての注意をも

って貸付物件の維持保全につとめなければならない。 

３ 乙は，貸付物件が天災その他の事由によって損壊し，あるいはこの契約にかかる業務の実施にあたり，

第三者に損害を与えた場合には，その賠償の責任を負うものとし，甲が乙に代わって賠償の責任を果た

した場合には，乙に求償することができるものとする。 

 （実地調査等） 

第１６条 甲は，甲が必要と定めるとき，乙に対し必要な事項を実地調査し，又は参考となるべき資料そ

の他の報告を求めることができる。この場合において，乙は調査等を拒み，妨げ又は怠ってはならない。 

 （貸付物件の引渡し） 

第１７条 甲は，第９条第１項に定める貸付期間の初日に貸付物件を乙に引き渡す。 

 （違約金） 

第１８条 乙は，第９条第１項に定める貸付期間中に，次の各号に定める事由が生じたときは，それぞれ

当該各号に定める金額を違約金として甲に支払わなければならない。 

 （１）第３条又は第１２条に定める義務に違反又は第１９条の２に該当した場合は，金▲円 

 （２）第１４条第１項又は第１６条に定める義務に違反した場合は，金▲円 

２ 前項に定める違約金は，第２２条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

（契約解除） 

第１９条 甲は，次の各号の一に該当する場合は，この契約を解除することができる。 

 （１）甲が貸付物件を公用又は公共の用に供するため必要とする場合 

 （２）乙がこの契約に定める義務に違反した場合 

 （３）乙が自己の都合により，自動販売機を取り下げる場合で，事前に甲に書面により通知したとき。 

（暴力団排除措置による契約解除） 

第１９条の２ 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，催告を要することなく契約を解除する

ことができる。この場合において，解除により乙に損害があっても，甲はその損害の賠償の責任を負わ

ないものとする。 

（１）暴力団又は暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に規

定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員をいう。（以下「暴力団員等」という。以下この項に

おいて同じ。））であると認められる場合 

（２）役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しく

は営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい，法人以外の団体である場合は代表者，

理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下この項において同じ。） が暴力団員等であると

認められる場合 

（３）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 

（４）役員等が自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって暴力団員等を利用したと認められる場合 

（５）役員等が，暴力団員等に対して資金等を供給し，又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団

の維持又は運営に協力し，又は関与していると認められる場合 



（６）役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる場合 

 （貸付物件の返還） 

第２０条 乙は，第９条第１項に定める貸付期間が満了したとき又は前２条の規定により契約が解除され

たときは，自己の負担において貸付物件を原状に回復し，甲の指定する期日までに返還しなければなら

ない。ただし，甲が必要ないと認めたときはこの限りでない。 

２ 乙が，前項に定める措置を履行しない場合において甲がこれを執行したときは，それに要した経費は

すべて乙が支弁するものとする。 

 （有益費等の請求権の放棄） 

第２１条 乙は第９条第１項に定める貸付期間が満了し，又は第１９条若しくは第１９条の２の規定によ

り契約が解除された場合において，貸付物件を返還しようとするときは，乙が支出した必要経費又は有

益費等があってもその償還等の請求をすることができないものとする。 

 （損害賠償） 

第２２条 乙が，この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは，その損害を賠償しな

ければならない。 

 （特約又は特例等の措置） 

第２３条 この契約についての特約又は特例その他必要な事項については，別紙により定める。 

下記枠内から選択する 

①連帯保証人が個人

の場合 

（連帯保証契約） 

第２４条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を極度

額▲円の範囲内で連帯して保証する。 

②連帯保証人が法人

の場合 

（連帯保証契約） 

第２４条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を連帯

して保証する。 

（協議） 

第２５条 この契約に定めのない事項について問題が生じたとき，又はこの契約条項の解釈について疑義

が生じたときは，甲乙協議のうえ解決するものとする。 

（裁判管轄） 

第２６条 本契約に関する訴えの管轄は，新潟市を管轄区域とする新潟地方裁判所とする。 

 

この契約を証するため本書２通を作成し，甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

  ▲年▲月▲日 

 

貸付人   （甲）  新潟市 

新潟市長 ▲▲ 

 

 

借受人   （乙）  住所  ▲▲ 

           名称等 ▲▲ 

 

連帯保証人      住所 ▲▲ 

           氏名 ▲▲ 



別紙 

 

第２条の規定による貸付物件の表示 

  建物 

     施設名称  ▲▲ 

     所  在  新潟市▲▲ 

     貸付場所  ▲階 ▲室脇 

     面  積  ▲．▲▲㎡ 

 

第２３条の規定による特約又は特例等の事項 

 乙の代表者及び連帯保証人に変更が生じた場合，書面をもって速やかに甲に届け出るものとする。 

 

 

「自動販売機設置仕様書」を契約書と一緒に綴る 

「業務実施要領」を契約書と一緒に綴る 



標準契約書５（使用貸借用※無償貸付） 

 

※印紙税 土地賃貸借は課税，建物のみ賃貸借は非課税 

 

契約番号を記入する 

▲新▲契第▲号 

 

 

 

 

市有財産使用貸借契約書 

 

 貸付人新潟市（以下「甲」という。）と借受人▲▲（以下「乙」という。）とは，次の条項により

市有財産使用貸借契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 

２ 乙は，貸付物件が市有財産であることを常に考慮し，適正に使用するように留意しなければ

ならない。 

 （貸付物件） 

第２条 甲は，甲が所有する別紙に表示する財産（以下「貸付物件」という。）を乙に無償で貸

し付け，乙はこれを借り受ける。 

 （使用目的） 

第３条 乙は，貸付物件を，▲▲使用目的や施設の名称などの▲▲「用途」又は「敷地」などに

自ら供さなければならない。 

２ 乙は，前項の目的を変更しようとする場合は，書面により甲に申し出て，甲の承認を得なけ

ればならない。 

 （貸付期間） 

第４条 貸付期間は，▲年▲月▲日から▲年▲月▲日までとする。 

自動更新を可能とす

る開発帰属されたゴ

ミステーションは右

欄の項を追加するこ

とができる。 

２ 甲は，前項に定める貸付期間が満了する６か月前，乙は前項に定める

期間が満了する３か月前までに甲又は乙がこの契約の解除又は変更等に

ついての意思表示をしない場合は，次条に定める貸付料及び第１３条に

定める違約金の金額に関する部分を除き，この契約は更に３年間継続す

る。 

３ 前項の定めは，同項の定めにより継続した貸付契約を更に継続する場

合に準用する。 

（光熱水費等の負担） 

第５条 使用財産に附帯する設備の使用に係る光熱水費等の実費について，甲の請求がある場合

は，甲の定める方法により当該実費を支払わなければならない。 

（遅延損害金） 

第６条 乙は，第５条による光熱水費及び第１３条による違約金を甲が定める納入期限までに納入し

ない場合には，納入期限の翌日から納入した日までの期間について，新潟市公有財産規則（昭和５

９年規則第１９号）で定める割合により算定した遅延損害金を甲に支払わなければならない。 

収入 

印紙 割
印 

標準契約書の使用上の注意 

●契約内容は必要最低限の規定を定めています

ので，契約内容に応じて加除が必要です。内容

を確認のうえ不要なものは削除し，必要なもの

を追加して使用してください。 



 （転貸等の禁止） 

第７条 乙は，この契約による権利を譲渡し，若しくは転貸し，又は担保の目的に供してはなら

ない。 

（契約不適合の際の責任）                                 

第８条 乙は，民法，商法及び本契約のその他の条項にかかわらず，貸付物件が種類，品質また

は数量に関して契約の内容に適合しないことを理由として，履行の追完の請求及び損害賠償の

請求をすることができない。 

 （使用上の制限） 

第９条 乙は，貸付物件の形質変更又は当該物件上に所在する建物その他の工作物等の現状を変

更しようとするときは，事前に書面をもって甲に申請し，甲の承認を得なければならない。 

２ 甲は，前項に定める申請があったときは，その可否を書面により乙に通知するものとする。 

（物件保全義務等） 

第１０条 乙は，善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全につとめなければなら

ない。 

２ 乙は，貸付物件が天災その他の事由によって損壊し，第三者に損害を与えた場合には，その

賠償の責任を負うものとし，甲が乙に代わって賠償の責任を果たした場合には，乙に求償する

ことができるものとする。 

 （実地調査等） 

第１１条 甲は，甲が必要と定めるとき，乙に対し必要な事項を実地調査し，又は参考となるべ

き資料その他の報告を求めることができる。この場合において，乙は調査等を拒み，妨げ又は

怠ってはならない。 

 （貸付物件の引渡し） 

第１２条 甲は，第４条に定める貸付期間の初日に貸付物件を乙に引き渡す。 

 （違約金） 

第１３条 乙は，貸付期間中に，次の各号に定める事由が生じたときは，それぞれ当該各号に定

める金額を違約金として甲に支払わなければならない。 

 （１）第３条第１項又は第７条に定める義務に違反又は第１４条の２に該当した場合は，金▲

円 

 （２）第９条第１項又は第１１条に定める義務に違反した場合は，金▲円 

２ 前項に定める違約金は，第１７条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

 （契約解除） 

第１４条 甲は，次の各号の一に該当する場合は，この契約を解除することができる。 

（１）甲又は他の公共団体において，貸付物件を公用又は公共の用に供するため必要とするとき。 

（２）乙がこの契約に定める条項に違反したとき。 

（暴力団排除措置による契約解除） 

第１４条の２ 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，催告を要することなく契約を

解除することができる。この場合において，解除により乙に損害があっても，甲はその損害の

賠償の責任を負わないものとする。 

（１）暴力団又は暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第

２号に規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員をいう。（以下「暴力団員等」と

いう。以下この項において同じ。））であると認められる場合 

（２）役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支

店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい，法人以外の団体で

ある場合は代表者，理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下この項において

同じ。） が暴力団員等であると認められる場合 



（３）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 

（４）役員等が自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって暴力団員等を利用したと認められる場合 

（５）役員等が，暴力団員等に対して資金等を供給し，又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴

力団の維持又は運営に協力し，又は関与していると認められる場合 

（６）役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる場合 

 （貸付物件の返還） 

第１５条 乙は，第４条に定める貸付期間が満了したとき又は前２条の規定により契約が解除さ

れたときは，自己の負担において貸付物件を原状に回復し，甲の指定する期日までに返還しな

ければならない。ただし，甲が必要ないと認めたときはこの限りでない。 

２ 乙が，前項に定める措置を履行しない場合において甲がこれを執行したときは，それに要した経

費は，すべて乙が支弁するものとする。 

 （有益費等の請求権の放棄） 

第１６条 乙は第４条に定める貸付期間が満了し，又は第１４条若しくは第１４条の２の規定に

より契約が解除された場合において，貸付物件を返還しようとするときは，乙が支出した必要

経費又は有益費等があってもその償還等の請求をすることができないものとする。 

 （損害賠償） 

第１７条 乙が，この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは，その損害を

賠償しなければならない。 

 （契約の費用） 

第１８条 この契約の締結に要する費用は，乙の負担とする。 

 （特約又は特例等の措置） 

第１９条 この契約についての特約又は特例その他必要な事項については，別紙により定める。 

連帯保証人が不要となる基準に該当する場合は削除する 

下記枠内から選択する 

①連帯保証人が個人

の場合 

（連帯保証契約） 

第２０条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を

極度額▲円の範囲内で連帯して保証する。 

②連帯保証人が法人

の場合 

（連帯保証契約） 

第２０条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を

連帯して保証する。 

 （協議） 

第２１条 この契約に定めのない事項について問題が生じたとき，又はこの契約条項の解釈につ

いて疑義が生じたときは，甲乙協議のうえ解決するものとする。 

（裁判管轄） 

第２２条 本契約に関する訴えの管轄は，新潟市を管轄区域とする新潟地方裁判所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



この契約を証するため本書２通を作成し，甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

  ▲年▲月▲日 

 

 

貸付人   （甲）  新潟市 

               新潟市長 ▲▲ 

 

 

借受人   （乙）  住所 ▲▲ 

           氏名 ▲▲               印 

 

 

連帯保証人      住所 ▲▲ 

           氏名 ▲▲               印 

 

 



別紙 

物件が少ない場合は第２条に規定して構わない 

第２条の規定による貸付物件の表示 

土地 

物件の所在 地番 地目 地積 

▲▲ ▲ ▲▲ ▲㎡ 

▲▲ ▲ ▲▲ ▲㎡ 

計 ▲筆  ▲㎡ 

 

建物（施設名称等） 

物件の所在地 構造 使用場所等 使用床面積 

▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲㎡ 

▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲㎡ 

計 ▲棟  ▲㎡ 

 

第１９条の規定による特約または特例等の事項 

 

特約内容を記載する。ない場合は「なし」と記載する。 

例：連帯保証人に変更が生じた場合は速やかに甲に届け出ること。 


































































































































